（別記１－４様式）
○○地区地域資源保全管理構想
（平成○年○月作成）

１．地域で保全管理していく農用地及び施設
（１）農用地

　　　　田　　　　　　　　　　ａ(アール)
　　　　畑　　　　　　　　　　ａ(アール)
　　　　草地　　　　　　　　　ａ(アール)
　　　　遊休農用地　　　　　　ａ(アール)
　　　活動計画書（様式1-3号）に記載されている保全管理する農用地、施設に記載している「認定農用地面積（集落の管理する農用地）」農用地面積を記入して下さい。
　　　不用な項目（地目）は、削除して下さい。

（２）水路、農道、ため池

　　　　水路(開水路)　　　　　　　　　km
　　　　水路(パイプライン)　　　　　　km
　　　　農道　　　　　　　　　　　　　km
　　　　ため池　　　　　　　　　　　ヶ所
　　　活動計画書（様式1-3号）に記載されている保全管理する区域内の農用地、施設に記載している「農業用施設」の延長、箇所数を記入して下さい。
　　　不用な項目（施設）は、削除して下さい。


（３）その他施設等

　　　上記（２）に記載以外に保全管理していく施設があれば施設名と数量を記入して下さい。
　　　今後新たに保全管理の対象とする予定の施設があれば同様に記入して下さい。
無ければ、削除してください。（（3）その他施設等を削除）

２．地域の共同活動で行う保全管理活動
（１）農用地について行う活動

　　　活動計画書（様式1-3号）に記載されている農用地に関する「点検」・「機能診断」・「実践活動」に記載されている項目を記入して下さい。

※地域の実情に併せ農用地に関する保全管理活動の内容を具体的に記入して下さい。


（２）水路、農道、ため池について行う活動

　　　活動計画書（様式1-3号）に記載されている水路・農道・ため池に関する「点検」・「機能診断」・「実践活動」に記載されている項目を記入して下さい。

※地域の実情に併せ水路、農道、ため池に関する保全管理活動の内容を具体的に記入して下さい。
　　　不用な項目（施設）は、削除して下さい。

（３）その他施設について行う活動
上記１（３）で施設を記入した場合は具体的に保全管理方法を記載してください。

無ければ、削除してください。（（3）その他施設等を削除）

３．地域の共同活動の実施体制
（１）組織の構成員、意思決定方法

　　①組織の構成員

別添の構成員一覧表のとおり

※活動計画書（様式1-3号）の（別紙）「○○活動組織参加同意書」を添付して下さい。

　　②意思決定方法

あなたの地域（活動組織）で決めている方法を具体的に記載してください。

　　　記入例）
　　　ａ毎年、3月に役員会（代表、副代表、書記、会計で組織）で活動（案）を作成し、4月の総会で構成員の了解を得る。

ｂ毎年、1月に役員会と構成員（構成団体）とで個別に話し合いを行い、意見を
　まとめたうえで、総会に諮りその年の活動内容を決定する。

（２）構成員の役割分担

該当するところを■に（□→■に）してください。（複数の記載も有り）

　　　不用な項目（施設）は、削除して下さい。

　　　その他に■を入れた場合は、（　　　　）に具体的に記載下さい。

　　① 農用地について行う活動

□集落営農組織

□担い手農家
　　　　□土地持ち非農家
　　　　□自作小規模農家

　　　　□非農家（一般住民）
　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　② 水路、農道、ため池について行う活動

　　【水路　開水路】

□集落営農組織


□担い手農家

　　　　□土地持ち非農家

　　　　□自作小規模農家

　　　　□非農家（一般住民）
　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　【水路　パイプライン】

□集落営農組織


□担い手農家

　　　　□土地持ち非農家

　　　　□自作小規模農家

　　　　□非農家（一般住民）

　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【農道】

□集落営農組織


□担い手農家

　　　　□土地持ち非農家

　　　　□自作小規模農家

　　　　□非農家（一般住民）

　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【ため池】

□集落営農組織


□担い手農家

　　　　□土地持ち非農家

　　　　□自作小規模農家

　　　　□非農家（一般住民）

　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　③ その他施設について行う活動（適宜追加・削除してください）
ａ鳥獣害防止柵
□集落営農組織


□担い手農家

　　　　□土地持ち非農家

　　　　□自作小規模農家

　　　　□非農家（一般住民）

　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
ｂ防風林
□集落営農組織


□担い手農家

　　　　□土地持ち非農家

　　　　□自作小規模農家

　　　　□非農家（一般住民）

　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
ｃ揚水ポンプ
□集落営農組織


□担い手農家

　　　　□土地持ち非農家

　　　　□自作小規模農家

　　　　□非農家（一般住民）

　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４．地域農業の担い手の育成・確保
人・農地プラン等を基に、担い手農家、農地集積の現状及び目標を記載してください。
人・農地プランの作成状況に応じた対応例を以下に示しますので、これを参考に集落での議論をまとめてください。

（１）担い手農家の育成・確保

＜対応例＞
　【既に人・農地プランを作成されている場合】

1 別添　平成○○年○○月作成の「人・農地プラン」のとおりと記載し、「人・農地プラン」の写しを添付して下さい。
　【人・農地プランを作成されていない場合】

2 地域で「人・農地プラン」を作成することで、地域の担い手となる中心経営体を定める。

　　＜既存集落営農組織がある場合＞

3 既存集落営農組織に地域の小規模農家、兼業農家全てが参画することで組織を強化する。
4 現状の課題（役員の高齢化、固定化による営農組合の後継者不足、設立時の目的意識の希薄化、経営意欲の低下等）の改善をはかるため、法人化による経営意識の向上、地域の若者や女性の参画による円滑な世代交代の仕組みづくりにより、組織を強化する。
5 近隣の集落営農組織との連携により組織を強化する。
　　＜地域に個別経営の担い手（中心経営体）が存在する場合＞

6 担い手の効率的な営農のため、活動組織は農地の利用調整（集積・集約）と施設（用排水路、道路）の保全管理に協力する。
　　＜地域に集落営農組織も担い手（中心経営体）も存在する場合＞
7 集落営農組織と個別経営の担い手間の農地の利用調整（集積・集約）や相互の作業受委託により効率的な営農の展開により地域の担い手を強化する。
　　＜地域に集落営農組織も担い手（中心経営体）の確保が困難な場合＞
8 集落外部の担い手（近隣の集落営農組合、個別経営の担い手、農業サービス事業体（ＪＡなど）に水田基幹作業をまとめて委託し、日常管理作業を委託集落側が行い、活動組織は、施設（用排水路、道路）の保全管理に協力する。
（２）農地の利用集積

＜対応例＞
1 【既に人・農地プランを作成されている場合】
2 別添　平成○○年○○月作成の「人・農地プラン」のとおりと記載し、「人・農地プラン」の写しを添付して下さい。
　【人・農地プランを作成されていない場合】

3 地域で「人・農地プラン」を作成することで、地域の農地利用のあり方や農地の利用集積方針を定める。

　　＜既存集落営農組織がある場合＞

4 既存集落営農組織（○○営農組合）に地域の小規模農家、兼業農家全てが利用集積することで利用調整（集積・集約）する。

5 近隣の集落営農組織（△△営農組合）との連携により広域での利用調整（集積・集約）をはかる。
　　＜地域に個別経営の担い手（中心経営体）が存在する場合＞

6 個別経営の担い手へ農地の利用調整（集積・集約）をはかる。

　　＜地域に集落営農組織も担い手（中心経営体）も存在する場合＞

7 集落営農組織と個別経営の担い手間の農地の利用調整（集積・集約）をはかる。
　　＜地域に集落営農組織も担い手（中心経営体）の確保が困難な場合＞

8 集落外部の担い手（近隣の集落営農組合、個別経営の担い手、農業サービス事業体（ＪＡなど）へ農地の利用調整（集積・集約）をはかる。

５．適切な保全管理に向けて取り組む活動・方策

構想作成後５年程度を見通し、今後の課題、目指すべき姿、そのために取り組

む活動・方策について、毎年度実施されてきた実践活動の結果をふまえ記載して下さい。

○実践活動の内容・結果

○今後の課題

○目指すべき姿（キャッチフレーズ）

○取り組む活動・方策
　地域の担い手の状況に対応した取り組む活動・方策の例を以下に示しますので、これを参考に集落での議論をまとめてください。

　議論を進められるにあたってお困りの場合は、市町担当課または農業農村振興事務所田園振興課にご相談ください。
方策例（１）組織体制の強化や活動の拡大を図るための広域組織化やＮＰＯ法人化
＜具体例＞

○農業生産体制の整備強化と併せて、組織体制の強化を図る方策
【既に集落営農組織がある場合】
1 地域の小規模農家、兼業農家全てが集落営農組織に参画することで地域の（集落単位の）農業生産体制を整備強化し、集落営農組織との協力と役割分担により、集落ぐるみの保全管理体制の強化を図る。
2 近隣集落の集落営農組織と連携により地域の農業生産体制を整備強化し、集落営農組織との協力と役割分担により、保全管理体制の強化を図る。
3 近隣集落の集落営農組織と連携により地域の農業生産体制を整備強化し、併せて活動組織も近隣集落と連携（合併）することで集落営農組織との協力と役割分担により、保全管理体制の強化を図る。
4 地域外（集落外）の農業生産法人や担い手（認定農業者）と連携により地域の農業生産体制を整備強化し、集落営農組織、農業生産法人あるいは担い手との協力と役割分担により保全管理体制の強化を図る。
【地域に担い手（中心経営体）が存在する場合】
5 担い手（中心経営体）との集落との協力・役割分担により保全管理を図る。
　　
6 担い手（中心経営体）に更なる農地集積・集約を進め地域の農業生産体制を整備強化し、担い手と集落との協力・役割分担により保全管理を図る。
【集落営農組織も担い手（中心経営体）も存在する場合】
7 農地中間管理事業を活用し、農地の集約を進め地域の農業生産体制を整備強化し、集落営農組織、担い手との協力と役割分担により保全管理体制の強化を図る。
【集落営農組織も担い手（中心経営体）もない場合】
8 地域の小規模農家、兼業農家全てが参画する集落営農組織を設立し、地域の（集落単位の）農業生産体制を整備強化し、集落営農組織との協力と役割分担により、集落ぐるみの保全管理体制の強化を図る。
　
9 「人・農地プラン」を策定し、今後の地域の中心となる担い手（中心経営体）との協力・役割分担により保全管理の強化を図る。
10 地域外（集落外）の農業生産法人や担い手（認定農業者）へ農地集積を図り、地域外の経営体との協力・役割分担により保全管理の強化を図る。
　

○組織の広域組織やＮＰＯ法人化により強化を図る方策
1 近隣集落と連携し組織を広域化することで、保全管理体制の強化を図る。
広域組織化の範囲
・隣接組織（隣接する２組織以上）
・水系単位
・土地改良区単位　　　　　　　　※広域組織化の範囲は、実情に
・学区単位　　　　　　　　　　　　応じて選択して下さい。
・旧村単位
・市町単位
2 活動組織のＮＰＯ法人化
活動組織の広域化に伴い、ＮＰＯ法人化とすることで、保全管理体制の強化を図る。
　
　方策例（２）農地や施設、地域環境を保全するための農地周辺部の活動拡大や遊休農地の有効利用
＜具体例＞

○農地周辺部の活動拡大
　　① 農地周辺部の林地等の整備保全を別事業（○○○○事業）により実施し、地域環境の保全に併せ獣害対策の一環とする事で、農用地及び施設の保全をはかる。
○遊休農地の有効利用
① 遊休農地で特産物を栽培することで活用し、農地や地域環境の保全をはかる。
2 遊休農地で特産物を栽培することで活用し、農地や地域環境の保全をはかり、併せて地域の特産品としての出荷により農業生産体制の強化を図る。
　方策例（３）地域を守る取組の魅力を情報発信する活動、活動への新たな参画者を募る活動
＜具体例＞

1 活動組織ＨＰを活用し、取組内容の紹介や地域の魅力を発信し、外部の活動参画者を募集することで、保全管理活動の継続や強化を図る。

2 地域内の一般住民に対して、保全管理活動が地域を守る活動であることを広報紙やＨＰ等で発信することで、これまで活動に参加されていない人々の参加を促し、保全管理活動の継続や強化を図る。
　方策例（４）地域の景観・環境の維持等、地域資源の魅力を高め、関心を
高める活動
＜具体例＞
1  地域の景観・環境を維持することで、地域の魅力として情報発信することで       地域外の人々や、の関心を高めこれまで活動に参加されていない人々の参加       を促し、保全管理活動の継続や強化を図る。

　方策例（５）保全管理の省力化のための簡易な基盤整備や機械化、保全管理に必要な施設整備
＜具体例＞
1 畦畔除去による区画拡大により、農用地の条件を向上することで担い手への集積を進め、地域の農業生産体制を整備強化し、役割分担により、集落ぐるみの保全管理体制の強化を図る。 
